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AI、IoTや自動運転、ドローン等の未来技術の実装による新しい地方創生を目指し、地方創生の観点から革新的で、先導性と横展開可能性等に優れた
提案について、各種交付金、補助金等の支援に加え、社会実装に向けた現地支援体制（地域実装協議会）を構築するなど、関係府省庁による総合的
な支援を行う。
未来技術を活用した地方創生に関する提案を地方公共団体から募集し、H30年度に14事業、R１年度に8事業を選定、現在22事業に対して支援を実
施中。

概 要

少子高齢化、生産年齢
人口の減少の結果、

・安全安心な地域づくりの
必要性の高まり
・産業、生活サービスの
衰退、担い手不足
・交通弱者の増加
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地域課題を解決するため、
地方公共団体が未来技術
を活用した取組を検討

AI・IoT、自動運転、
ロボット（ドローン含む）、
キャッシュレス・ブロック
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未来技術を活用して地域課題の解決を目指す取組を支援
関連する事業を一つにパッケージ化
複数の関係省庁を交えた地域実装協議会での支援
今後3年間で一部実装、5年間で本格実装（事業化され自走
すること）を見込む事業を対象
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選定事業毎に「地域実装協議会」を組織し、社会実装に向けて必要な事項を検討
地域実装協議会の事務局は、地方公共団体に置くものとし、地域実装協議会の運営等に関して必要な事項は、地域実装協議会で定める
地域実装協議会における国の実務責任者として「現地支援責任者」を選定

(1)社会実装に向けたワンストップ支援
地域実装協議会における国の実務責任者として、複数の支援事業間の総合調整、目標の達成状況の把握、地方公共団体等への助言を行う。

(2)関係省庁連絡会議への報告
「未来技術実装関係省庁連絡会議」にて、適宜、事業の進捗状況及び課題事項等の報告を行う。

(3)その他未来技術社会実装事業全般に関する相談への対応

現地支援責任者の役割

地 域 実 装 協 議 会

A市医療／未病プロジェクト
①事業a: 病院未病関連医師配置

ICT遠隔医療事業
②事業b： 地域巡回バス自動運転
③事業c： 高度化停留所の整備

Ａ市

【議長】
内閣府地方創生推進事務局長
【構成員】
各省庁地方創生関連部局長

未来技術実装関係省庁連絡会議

幹事会（課長級）

各種交付金・補助、特区の特例適用等
について幅広く活用の検討

現地支援責任者
（●●省）
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未来技術等社会実装事業 事業推進体制について

現地支援体制 国の支援体制
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